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令和２年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（防衛省地方協力局防音対策課） 

項 目 名 
航空機騒音対策（移転措置）事業に係る事業用資産の買換え等の特例

措置の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１

号。以下「環境整備法」という。）第５条第１項において、国は、航空機の離

陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響に起因する障害が特に著しいと認め

て防衛大臣が指定する第二種区域（以下「航空機騒音障害区域」という。）に

当該指定の際現に所在する建物等の所有者が、当該建物等を移転し、又は除却

するときは、当該移転又は除却により通常生ずべき損失を補償することができ

る旨を規定している。 

また、同条第２項において、国は、航空機騒音障害区域に所在する土地の所

有者が当該土地の買入れを申し出るときは、当該土地を買い入れることができ

る旨を規定している。 

このうち、航空機騒音障害区域に所在する法人又は個人の事業用資産（以下

「事業用資産」という。）を、国に譲渡し航空機騒音障害区域以外の地域に買

い換える場合等に適用される譲渡所得の課税の特例が認められており、本特例

措置の適用期間の延長を要望するもの。 

（関係条文） 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３７条、第３７条の２、第３

７条の３、第３７条の４、第６５条の７、第６５条の８、第６５条の９、第６

８条の７８、第６８条の７９、第６８条の８０ 

 

 

 平年度の減収見込額 ―  百万円 

(制度自体の減収額) (▲94,200 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百万円) 

新
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充
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要
と
す
る
理
由 

⑴ 政策目的 

航空機騒音障害区域からの移転を希望する建物等の所有者に対して移転補

償や土地の買入れ（以下「移転の補償等」という。）を行うことにより、関

係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的としている。 

 

⑵ 施策の必要性 

移転措置事業は、防衛という国民全体の利益のために航空機の離陸、着陸

等の頻繁な実施により生ずる音響に起因する障害が特に著しい区域の関係住

民が受けている不利益を公平の観点から是正する措置である。経済的負担に

より移転を断念する事業者が増加すれば、自衛隊等の飛行場が所在すること

によって特定の地域の住民が受けている不利益を放置することにもなること

から、航空機騒音障害区域外への移転等を容易にするため、本特例措置によ

り経済的負担の軽減を図っていく必要がある。 
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今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

防衛省における政策評価に関する基本計画について（防官企

(防)第１５４号。３１．３．２９）に規定する防衛省の政策評

価における政策体系において、次のとおり位置付けられてい

る。 

基本目標： ①平素から、我が国が持てる力を総合して、我が

国にとって望ましい安全保障環境を創出②我が国に

侵害を加えることは容易ならざることであると相手

に認識させ、脅威が及ぶことを抑止③万が一、我が

国に脅威が及ぶ場合には、確実に脅威に対処し、か

つ、被害を最小化 

政策分野：我が国自身の防衛体制の強化 

     防衛力を支える要素 

施  策：地域コミュニティーとの連携 
 

政 策 の 

達成目標 

 

航空機騒音障害区域における移転の補償等を促進する。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 

３年間延長 

(法人税については、令和２年４月１日～令和５年３月３１日) 

(所得税については、令和３年１月１日～令和５年１２月３１

日) 

 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

航空機騒音障害区域における移転の補償等が未実施の約１

１，５００戸、５，７００ha のうち、令和元年度末時点で移転

の希望がある事業用資産２８８戸、６７ha に対し令和４年度ま

での３年間に移転の補償等を３１戸、６１ha 実施する。 

 

政策目標の

達 成 状 況 

航空機騒音障害区域内の約２０，０００戸、１０，３００ha

に対し、平成３０年度までに約８，５００戸、４，６００ha の

移転の補償等を実施した。このうち、前回要望時の平成２８年

度から平成３０年度までの間に約２００戸、９０ha の移転の補

償等を実施しており、そのなかで、事業用資産２５戸、３３．

２ha の移転の補償等を実施した。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

・適用事業者(見込み件数) 

令和２年度 ９７件(うち法人：３件) 

令和３年度 ４８件(うち法人：３件) 

令和４年度 ５６件(うち法人：９件) 

※算出根拠等は別紙の（１）のとおり。 

・適用事業者の範囲 

航空機騒音障害区域内に事業用資産を有する個人及び法人 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置は、航空機騒音障害区域からの移転の促進を図る

観点から、事業用資産の所有者の移転に伴う経済的負担を軽減

するためのものである。 

移転措置事業は、防衛という国民全体の利益のために航空機

の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響に起因する障害
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が特に著しい区域の関係住民だけが受けている不利益を公平の

観点から是正する措置であり、本特例措置が延長されれば、引

き続き移転の補償等が円滑に行なわれ、移転の補償等を促進す

るという目標達成が実現でき、関係住民の生活の安定及び福祉

の向上に寄与し、防衛施設の円滑な運用に資することとなり、

ひいては、我が国の平和と安全及び国民の安心・安全の確保に

寄与することができる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 

 

なし。 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

（予算上の措置等の要求内容） 

 建物等の移転補償及び土地の買入れ等に要する経費 

 

（令和元年度予算額） 

 一般会計 ４５億円 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

航空機騒音障害区域内に所在する事業用資産を、国に譲渡し

航空機騒音障害区域以外の地域に買い換える等の場合、資産の

譲渡による収入金額(上記予算をもって国が行う移転の補償等の

金額)の全額に課税されれば、移転補償金等による移転促進効果

が減殺されることから、買換資産の取得を容易にするために本

特例措置により譲渡所得に係る所得税又は法人税の一時的な負

担を軽減する必要がある。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

航空機騒音障害区域内に所在する建物等の所有者においては

航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響に起因す

る障害が特に著しいために移転を余儀なくされている。 

本特例措置は、事業用資産の所有者の移転に伴う経済的負担

を軽減するものであり、航空機騒音障害区域内からの移転の促

進を図るという政策目標を達成する手段として的確である。 

したがって、譲渡所得の課税の特例措置を採ることが妥当で

ある。また、防衛施設の安定的な運用の確保を図る観点から

も、騒音が継続する限り、移転の補償等の要望に応えていく必

要がある。 

以上のことから、本特例措置を継続することは、移転の補償

等を促進するという目標達成が実現でき、関係住民の生活の安

定及び福祉の向上に寄与し、防衛施設の円滑な運用に資するこ

ととなり、ひいては、我が国の平和と安全及び国民の安心・安

全の確保に寄与する上で、必要不可欠である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別

措
置
の
適
用
実
績
と
効

果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

・過去３か年の適用実績 

平成２８年度 適用事業者１５件（１６件） 

うち法人： １件（ ３件） 

減収額 ２４百万円、適用額  １５１百万円 

（減収額２１４百万円、適用額１，２１８百万円） 

平成２９年度 適用事業者３４件（３９件） 

うち法人： ２件（ ８件） 
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減収額１９７百万円、適用額１，０２３百万円 

（減収額２３２百万円、適用額１，４５３百万円） 

平成３０年度 適用事業者６８件（３９件） 

うち法人： ６件（ ８件） 

減収額１９６百万円、適用額１，１４５百万円 

（減収額２３１百万円、適用額１，４５３百万円） 

※算出根拠等は別紙の（２）のとおり。 

・適用事業者の範囲 

航空機騒音障害区域内に事業用資産を有する個人及び法人 

平成２８年度の減収額等については、前回要望時に見込んだ

ものと乖離しているが、これは移転希望者が都合により翌年度

に移転を実施したためである。 

本特例措置が適用されるものは、移転の補償等を行う事業用

資産の買換えを行う法人等に限定されることから適用件数が僅

少となっている。 

事業用資産を移転する場合の移転補償金等が譲渡所得として

法人税等の課税対象となることから、本特例措置がない場合、

資産の目減りが生じ、従前の資産と同等の資産を買い換えるこ

とができず、移転を断念することにも繋がる。 

また、大規模な事業用資産の移転においては、移転措置事業

における他の特例を適用するよりも本特例措置を適用した方

が、法人税等が優遇されることから、このような事案の移転促

進のために本特例措置は必要である。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６５条の７、第

６５条の８、第６５条の９、第６８条の７８、第６８条の７

９、第６８条の８０の各条項 

(２) 航空機騒音障害区域の内から外への買換え 

適用件数：２件 

適用額：５２３百万円   

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

航空機騒音障害区域内の約２０，０００戸、１０，３００ha

に対し、平成３０年度までに約８，５００戸、４，６００ha の

移転の補償等を実施した。このうち、前回要望時の平成２８年

度から平成３０年度までの間に約２００戸、９０ha の移転の補

償等を実施しており、そのなかで事業用資産２５戸、３３．２

ha の移転の補償等を実施しており、関係住民の生活の安定及び

福祉の向上に寄与したところである。  

本特例措置の効果を検証するため、平成２８年度から平成３

０年度までに移転を実施した事業用資産所有者１１９名に対し

本特例措置等の適用実態のアンケート調査等を実施した。 

アンケート調査等の結果９４名から回答を得た。このうち本

特例措置を適用したと回答したのは１２名であり、そのうち

「本特例措置があるから移転を希望した」等と回答したのが９

名いたことから、本特例措置の効果があったことが確認でき

た。 

また、租税特別措置等に係る政策の事前評価書においても本

特例措置についての有効性を確認している。 

前回要望時 

の達成目標 

 

航空機騒音障害区域内移転の補償等を促進する。 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

前回要望時の平成２８年度から平成３０年度までの間に約２

００戸、９０ha の移転の補償等を実施しており、そのなかで事

業用資産２５戸、３３．２ha の移転の補償等を実施した。 

本特例措置の適用状況をアンケート調査等により確認したと

ころ、そのうち３戸、８．７ha が本特例措置を適用したことを

確認できたことから、本特例措置により移転の促進が図られ、

関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与したところであ

り、目標は達成された。 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和４９年度創設      昭和５０年度延長(５年間) 

昭和５５年度延長(５年間)  昭和６０年度延長(５年間) 

平成 ２年度延長(１年間)  平成 ３年度延長(５年間) 

平成 ８年度延長(５年間)  平成１３年度延長(５年間) 

平成１８年度延長(５年間)   平成２３年度延長(３年間) 

平成２６年度延長(３年間) (環境整備法の規定により譲渡されるもの

に限定。土地等にあっては、平成２６年４月１日又はその土地等のあ

る区域が航空機騒音障害区域となった日のいずれか遅い日前に取得し

たものに限定。) 

平成２９年度延長(３年間) 

 


